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・介護付きホーム（特定施設入居者生活介護）

・住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅

• 本資料は介護報酬改定の大枠をつかむために活用ください。
• 2024年1月22日の介護給付費分科会にて提示された資料をもとに作成。
• 今後、厚生労働省から通知やＱＡが出されたタイミング以降、より詳しい内容を展開予定です。
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◼ 発足 平成27年(2015年)4月1日（同年3月18日設立総会）

◼ 連合会の構成団体

（介ホ協）平成29年(2017年)6月特定協から名称変更

（有老協）昭和57年(1982年)設立

（高住協）平成30年(2018年)6月高齢者住宅推進機構から名称変更

  平成31年(2019年)4月サービス付き高齢者向け住宅事業者協会との合流

◼ 幹事体制（令和5年(2023年)7月18日時点）

高齢者住まい事業者団体連合会(高住連）について

我が国が超高齢社会へ突入し、一方で少子高齢化と核家族化が進むなか、高齢者の暮らしを支える仕組みの必要性が増し、高齢者
向けの住まいとサービスへの需要がますます高まるものと想定されます。高住連は高齢者向け住まいに関わる関係団体が集まり、
住みよい高齢社会の構築に貢献、高齢者住まいに関わる共通課題に取り組むべく2015年4月に設立されました。



３

第239回介護給付費分科会で提示された「参考資料１」をもとに解説

【参考資料１】令和6年度介護報酬改定における改定事項について（全223頁）
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令和６年度介護報酬改定の全体像

◼ 人口構造や社会経済状況の変化を踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」「自立支援・重度化防止に向けた対
応」「良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい環境づくり」「制度の安定性・持続可能性の確保」を基
本的な視点として、介護報酬改定を実施。

１．地域包括ケアシステムの深化・推進

◼ 認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジメントや必要なサービスが切れ目なく提供さ
れるよう、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

• 質の高い公正中立なケアマネジメント • 看取りへの対応強化

• 地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組 • 感染症や災害への対応力向上

• 医療と介護の連携の推進 • 高齢者虐待防止の推進

➢ 在宅における医療ニーズへの対応強化 在宅における医療・介護の連携強化 • 認知症の対応力向上
➢ 高齢者施設等における医療ニーズへの対応強化
➢高齢者施設等と医療機関の連携強化 • 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し

４．制度の安定性・持続可能性の確保

◼ 介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代に

とって安心できる制度を構築

• 評価の適正化・重点化

• 報酬の整理・簡素化

５．その他

２．自立支援・重度化防止に向けた対応

◼ 高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、

多職種連携やデータの活用等を推進

• リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組等

• 自立支援・重度化防止に係る取組の推進

• LIFEを活用した質の高い介護

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職
場づくり

◼ 介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るた

め、処遇改善や生産性向上による職場環境の改善に向けた先進

的な取組を推進

• 介護職員の処遇改善

• 生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

• 効率的なサービス提供の推進

• 「書面掲示」規制の見直し

• 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化

• 基準費用額（居住費）の見直し

• 地域区分



全サービスに関わる改定箇所

５
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全サービス共通（ｐ188）

① 3(2）⑦人員配置基準における両立支援への配慮★ ｐ117 7

② 3(3）①管理者の責務及び兼務範囲の明確化等★ ｐ119 8

③ 3(3）②いわゆるローカルルールについて★ ｐ120 9

④ 5①「書面掲示」規制の見直し★ ｐ149 10

１．地域包括ケアシステムの深化・推進
認知症の方や単身高齢者、医療ニーズが高い中重度の高齢者を含め、質の高いケアマネジメントや必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進

２．自立支援・重度化防止に向けた対応
高齢者の自立支援・重度化防止という制度の趣旨に沿い、多職種連携やデータの活用等を推進

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
介護人材不足の中で、更なる介護サービスの質の向上を図るため、処遇改善や生産性向上による職場環境
の改善に向けた先進的な取組を推進

４．制度の安定性・持続可能性の確保
介護保険制度の安定性・持続可能性を高め、全ての世代にとって安心できる制度を構築

５．その他

【参考資料１】令和6年度介護報酬改定における改定事項について

本書のページ
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3(2）⑦人員配置基準における両立支援への配慮★（ｐ117）

職員の離職防止・定着促進から「常勤」の計算、「常勤換算方法」の計算にあたり、「育児・介護休業
法」等への対応に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」への対応が可能となるよう改正されまし
た。



８

3(3）①管理者の責務及び兼務範囲の明確化等★（ｐ119）

管理者が兼務できる事業所の範囲について、「同一敷地内における他の事業所、施設等でなくとも良
い」場合が認められました。



９

3(3）②いわゆるローカルルールについて★（ｐ120）

いわゆるローカルルールについて、全国の自治体に対して、あくまでも厚生労働省令に従う範囲で地域
の実情に応じた内容とする必要があること等、Ｑ＆Ａが発出されることとなりました。
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5①「書面掲示」規制の見直し★（ｐ149）

運営規程の概要等、書面掲示に加えて、ウェブで情報の閲覧が完結するよう、原則として重要事項等を
ウェブサイトに掲載・公表しなければならないこととされました。本対応は令和7年度から義務付けさ
れます。



介護付きホーム（特定施設入居者生活介護）
に関わる箇所

11
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介護付きホームに関わる箇所（ｐ212、ｐ213）

特定施設入居者生活介護・地域密着型特定施設入居者生活介護 基本報酬 ｐ175 14

① 1(3）⑫特定施設入居者生活介護等における夜間看護体制の強化 ｐ26 15

② 1(3）⑬特定施設入居者生活介護等における医療的ケアの推進に向けた入居
継続支援加算の見直し

ｐ27 16

③ 1(3）⑲協力医療機関との連携体制の構築★ ｐ33 17

④ 1(3）⑳協力医療機関との定期的な会議の実施★ ｐ34 18

⑤ 1(3）㉑入院時等の医療機関への情報提供★ ｐ35 19

⑥ 1(5）①高齢者施設等における感染症対応力の向上★ ｐ45

⑦ 1(5）②施設内療養を行う高齢者施設等への対応★ ｐ46

⑧ 1(5）③新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携★ ｐ47

⑨ 1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入★ ｐ48

⑩ 1(6）①高齢者虐待防止の推進★ ｐ49、ｐ50 20

⑪ 2(1）⑰特定施設入居者生活介護における口腔衛生管理の強化★ ｐ83 21

⑫ 2(3）①科学的介護推進体制加算の見直し★ ｐ97 22

⑬ 2(3）③アウ卜カム評価の充実のためのADL維持等加算の見直し ｐ103 23

⑭ 3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等
ベースアップ等支援加算の一本化★

ｐ107、ｐ108 24-26

⑮ 3(2）①テレワークの取扱い★ ｐ109

⑯ 3(2）②利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に
資する方策を検討するための委員会の設置の義務付け★

ｐ110 27

⑰ 3(2）③介護ロポッ卜やICT等のテクノロジーの活用促進★ ｐ111、ｐ112 28

⑱ 3(2）④生産性向上に先進的に取り組む特定施設における人員配置基準の特
例的な柔軟化★

ｐ113、ｐ114

⑲ 3(2）⑧外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し★ ｐ118

本書のページ
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基本報酬（全体）

（参考）R5介護事業経営実態調査結果の概要

【告示改正】
改定率については、介護現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつつ、サービス毎の経営状況の違い
も踏まえたメリハリのある対応を行うことで、全体で＋１．５９％を確保。そのうち、介護職員の処
遇改善分＋０．９８％、その他の改定率として、賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善
を実現できる水準として＋０．６１％。これを踏まえて、介護職員以外の賃上げが可能となるよう、
各サービスの経営状況にも配慮しつつ＋０．６１％の改定財源について、基本報酬に配分する。とさ
れました。
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特定施設入居者生活介護（含む地域密着型）基本報酬（ｐ175）

全体の基本報酬改定および経営実態調査等をふまえ、プラス改定となりました。
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1(3）⑫夜間看護体制の強化（ｐ26）

夜間看護体制加算については、「夜勤又は宿直の看護職員の配置」を行う場合の新たな区分が設けられ
ました。現行の加算はオンコール体制を行う場合の区分となり評価が見直されることとなりました。
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1(3）⑬入居継続支援加算の見直し（ｐ27）

入居継続支援加算については、医療的ケアを必要とする対象に、尿道カテーテル留置、在宅酸素療法及
びインスリン注射を実施している状態のご入居者が追加されました。
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1(3）⑲協力医療機関との連携体制の構築★（ｐ33）

協力医療機関を定めるにあたって、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保している等が努
力義務として定められました。

また、協力医療機関との定期的な確認事項、自治体への提出事項が定められました。

その他、協力医療機関へ入院した際、退院が可能となった場合において、速やかに再入居できるよう努
力義務が定められました。
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1(3）⑳協力医療機関との定期的な会議の実施★（ｐ34）

現行の医療機関連携加算が「協力医療機関との定期的な会議、情報共有を評価する」ものとして、見直
しが行われました。なお、実務的な要領については、通知あるいはＱ＆Ａ等が発出された後に詳細等お
伝えいたします。
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1(3）㉑入院時等の医療機関への情報提供★（ｐ35）

ご入居者が医療機関へ退所した際、生活支援上の留意点等の情報提供を行うことを評価する新たな加算
として「退所時情報提供加算」が新設されました。
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1(6）①高齢者虐待防止の推進★（ｐ49、ｐ50）

全ての介護サービス事業者について、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていな
い場合に「高齢者虐待防止措置未実施減算」が設けられました。なお、３年間の経過措置が設けられて
います。
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2(1）⑰特定施設入居者生活介護における口腔衛生管理の強化★（ｐ83）

全ての介護付きホームにおいて、ご入居者の状態に応じた適切な口腔衛生管理を求める観点から、口腔
衛生管理体制加算が廃止され、同加算の算定要件の取組を一定緩和した上で、基本サービスに組み込ま
れることとなりました。なお、３年間の経過措置期間が設けられました。
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2(3）①科学的介護推進体制加算の見直し★（ｐ97）

ＬＩＦＥへの入力負担を軽減し科学的介護を推進する観点から、次の３つの見直しが行われました。
・加算の様式について入力項目の定義の明確化、他の加算と共通している項目の見直し
・ＬＩＦＥへのデータ提出頻度について、少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」への見直し
・初回のデータ提出時期について、他のＬＩＦＥ関連加算と揃えることが可能となりました。

例：同一の利用者に科学的介護推進体制加算及びリハ
ビリテーションマネジメント加算を算定する場合

• 現在、科学的介護推進体制加算はサービス利用開始月
とその後少なくとも6月に１度評価を行い、翌月の10
日までにデータを提出することとなっており、リハビ
リテーションマネジメント加算はリハビリテーション
計画書策定月、及び計画変更月に加え、少なくとも３
月に１度評価を行いデータを提出することとなってい
る。いずれの加算にもADLを含め同じ評価項目が含ま
れている。

• これらの加算の提出タイミングを少なくとも３月に１
度と統一するとともに、例えば、月末にサービスを開
始した場合に、科学的介護推進体制加算のデータ提出
期限に猶予期間を設けることで、評価やデータ提出の
タイミングを揃えることを可能とする。
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2(3）③アウ卜カム評価の充実のためのADL維持等加算の見直し（ｐ103）

ＡＤＬ維持等加算について、自立支援・重度化防止に向けた取組をより一層推進する観点から、
加算（Ⅱ）におけるＡＤＬ利得の要件について、「２以上」が「３以上」と見直されました。
また、ＡＤＬ利得の計算方法の簡素化が図られました。 



24

3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

３つの処遇改善加算が１本化され４つの区分に見直されました。現行の処遇改善加算での経過措置が設
けられますが、一般的なパターンで、新処遇改善加算によりプラス１．３％の増効果が設定されており、
国が期待する賃金アップの流れもふまえ、加算取得にむけた積極的な取組みをお願いいたします。
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3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

同じく処遇改善加算に関する訪問系サービスを事例としたスライドとなりますが、職種による配分ルー
ルは設定されていないものの、新加算Ⅳの加算額の１／２以上を月額賃金に充てていただくことが要件
であり、さらに各段階で設けられている職場環境の改善、見える化について次のスライドでご説明いた
します。
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3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

社会保障審議会介護給付費分科会（第233回）（令和５年11月30日）にて提示された資料１から抜粋



27

3(2）②利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方
策を検討するための委員会の設置の義務付け★（ｐ110）

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会
の設置が義務付けられます。３年間の経過措置期間が設けられているものの、本取組は、処遇改善加算
における「生産性向上のための業務改善の取組み」に通じるものとなっており、ぜひとも積極的な取組
みをお願いいたします。
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3(2）③介護ロボットやICT等のテクノロジーの活用促進★（ｐ111、ｐ112）

本テーマを趣旨とした委員会の開催等を通じて、テクノロジーを１つ以上導入し、業務改善を継続的に
行い、効果を示すデータの提供を行うことを評価する加算が設けられました。また、テクノロジーを複
数導入し、職員間の適切な役割分担の取組等を行っていることを評価する区分が設けられています。
・生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 100単位/月（新設）
・生産性向上推進体制加算（Ⅱ）  10単位/月（新設）



住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅
に関わる箇所

29
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訪問介護に関わる箇所（ｐ189）

訪問介護 基本報酬 ｐ164

① 1(2）①訪問介護における特定事業所加算の見直し ｐ8～ｐ10

② 1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 ｐ48 42

③ 1(6）①高齢者虐待防止の推進 ｐ49、ｐ50 43

④ 1(6）②身体的拘束等の適正化の推進 ｐ51 44

⑤ 1(7）①訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し ｐ53

⑥ 2(1）⑮訪問系サービス及び短期入所系サービスにおける口腔管理
に係る連携の強化

ｐ81

⑦ 3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介
護職員等ベースアップ等支援加算の一本化

ｐ107、ｐ108 45ｰ47

⑧ 3(2）①テレワークの取扱い ｐ109 48

⑨ 4(1）①訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供する場
合の報酬の見直し

ｐ135、ｐ136 38-39

⑩ 5② 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地
域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

ｐ150

⑪ 5③ 特別地域加算の対象地域の見直し ｐ151

本書のページ
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護に関わる箇所（ｐ195）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 基本報酬 ｐ177

① 1(2）④総合マネジメン卜体制強化加算の見直し ｐ13、ｐ14

② 1(4）③訪問看護等におけるターミナルケア加算の見直し ｐ39

③ 1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 ｐ48 42

④ 1(6）①高齢者虐待防止の推進 ｐ49、ｐ50 43

⑤ 1(6）②身体的拘束等の適正化の推進 ｐ51 44

⑥ 1(7）①訪問系サービスにおける認知症専門ケア加算の見直し ｐ53

⑦ 2(1）⑮訪問系サービス及び短期入所系サービスにおける口腔管
理に係る連携の強化

ｐ81

⑧ 3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・
介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化

ｐ107、ｐ108 45ｰ47

⑨ 3(2）①テレワークの取扱い ｐ109 48

⑩ 3(3）③訪問看護等における24時間対応体制の充実 ｐ121

⑪ 3(3）⑤退院時共同指導の指導内容の提供方法の柔軟化 ｐ123

⑫ 3(3）⑪随時対応サービスの集約化できる範囲の見直し ｐ128

⑬ 4(2）②定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本報酬の見直し ｐ143

⑭ 5② 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間
地域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

ｐ150

⑮ 5③ 特別地域加算の対象地域の見直し ｐ151

本書のページ
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通所介護・地域密着型通所介護に関わる箇所（ｐ197、ｐ198）

通所介護・地域密着型通所介護 基本報酬 ｐ170

① 1(2）②豪雪地帯等において急な気象状況の悪化等があった場合の通
所介護費等の所要 時間の取扱いの明確化

ｐ11

② 1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 ｐ48 42

③ 1(6）①高齢者虐待防止の推進 ｐ49、ｐ50 43

④ 1(6）②身体的拘束等の適正化の推進 ｐ51 44

⑤ 1(7）③通所介護・地域密着型通所介護における認知症加算の見直し ｐ55

⑥ 2(1）③リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に
係る一体的計画書の見直し

ｐ70

⑦ 2(2）①通所介護等における入浴介助加算の見直し ｐ89

⑧ 2(3）①科学的介護推進体制加算の見直し ｐ97

⑨ 2(3）③アウ卜カム評価の充実のためのADL維持等加算の見直し ｐ103

⑩ 3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護
職員等ベースアップ等支援加算の一本化

ｐ107、ｐ108 45ｰ47

⑪ 3(2）①テレワークの取扱い ｐ109 48

⑫ 3(2）⑧外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し ｐ118

⑬ 3(3）⑦通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の
人員配置要件の緩和及び評価の見直し

ｐ125

⑭ 5② 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地
域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

ｐ150

⑮ 5⑤ 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化 ｐ153

本書のページ
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居宅介護支援に関わる箇所（ｐ210、ｐ211）

居宅介護支援 基本報酬 ｐ176

① 1(1）①居宅介護支援における特定事業所加算の見直し ｐ3、ｐ4

② 1(1）②居宅介護支援事業者が市町村から指定を受けて介護予防支
援を行う場合の取扱い（予防のみ）

ｐ5、ｐ6

③ 1(1）③他のサービス事業所との連携によるモニタリング★ ｐ7

④ 1(3）⑩入院時情報連携加算の見直し ｐ24

⑤ 1(3）⑪通院時情報連携加算の見直し ｐ25

⑥ 1(4）⑥ターミナルケアマネジメン卜加算等の見直し ｐ42

⑦ 1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入★ ｐ48 42

⑧ 1(6）①高齢者虐待防止の推進★ ｐ49、ｐ50 43

⑨ 1(6）②身体的拘束等の適正化の推進★ ｐ51 44

1(8) ①一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入 ｐ59

⑩ 2(1）⑫ケアプラン作成に係る「主治の医師等」の明確化 ｐ78

⑪ 3(2）①テレワークの取扱い★ ｐ109 48

⑫ 3(3）⑭公正中立性の確保のための取組の見直し ｐ130

⑬ 3(3）⑮介護支援専門員1人当たりの取扱件数（報酬） ｐ131

⑭ 3(3）⑯介護支援専門員1人当たりの取扱件数（基準） ｐ132

⑮ 4(1）⑧同一建物に居住する利用者へのケアマネジメン卜 ｐ140 40

⑯ 5② 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地
域に居住する者 へのサービス提供加算の対象地域の明確化★

ｐ150

⑰ 5③ 特別地域加算の対象地域の見直し★ ｐ151

本書のページ
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基本報酬（全体）

（参考）R5介護事業経営実態調査結果の概要

再掲

【告示改正】
改定率については、介護現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつつ、サービス毎の経営状況の違い
も踏まえたメリハリのある対応を行うことで、全体で＋１．５９％を確保。そのうち、介護職員の処
遇改善分＋０．９８％、その他の改定率として、賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善
を実現できる水準として＋０．６１％。これを踏まえて、介護職員以外の賃上げが可能となるよう、
各サービスの経営状況にも配慮しつつ＋０．６１％の改定財源について、基本報酬に配分する。とさ
れました。
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基本報酬（訪問介護（ｐ164）、定期巡回（ｐ177））

現行単位数 改定後
身体介護 20分未満

20分以上30分未満
30分以上1時間未満
1時間以上1時間30分未満
以降30分を増すごとに算定

167単位/回
250単位/回
396単位/回
579単位/回
84単位/回

163単位/回
244単位/回
387単位/回
567単位/回
82単位/回

生活援助 20分以上45分未満
45分以上
身体介護に引き続き生活援助を行った場合

183単位/回
225単位/回
67単位/回

179単位/回
220単位/回
65単位/回

通院等乗降介助 － 99単位/回 97単位/回

一体型事業所
(訪問看護なし)

現行 改定後
一体型事業所
(訪問看護あり)

現行 改定後

要介護１ 5,697 5,446単位/月 要介護１ 8,312 7,946単位/月
要介護２ 10,168 9,720単位/月 要介護２ 12,985 12,413単位/月
要介護３ 16,883 16,140単位/月 要介護３ 19,821 18,948単位/月
要介護４ 21,357 20,417単位/月 要介護４ 24,434 23,358単位/月
要介護５ 25,829 24,692単位/月 要介護５ 29,601 28,298単位/月

連携型事業所
(訪問看護なし)

現行 改定後

要介護１ 5,697 5,446単位/月
要介護２ 10,168 9,720単位/月
要介護３ 16,883 16,140単位/月
要介護４ 21,357 20,417単位/月
要介護５ 25,829 24,692単位/月

夜間訪問型（新設） 改定後
基本夜間訪問型サービス費 989単位/月
定期巡回サービス費 372単位/月
随時訪問サービス費（Ⅰ） 567単位/月
随時訪問サービス費（Ⅱ） 764単位/月

訪
問
介
護

定
期
巡
回

訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護についてについては、処遇改善加
算について、今回の改定で高い加算率と
しており、賃金体系等の整備、一定の月
額賃金配分等により、まずは14.5%から
、経験技能のある職員等の配置による最
大24.5％まで、取得できるように設定し
ている。



36

基本報酬（通所介護（ｐ170）、居宅介護支援（ｐ176））
現 行 改 定 後

通常規模型 要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

655単位
773単位
896単位

1,018単位
1,142単位

658単位
777単位
900単位

1,023単位
1,148単位

大規模型Ⅰ 要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

626単位
740単位
857単位
975単位

1,092単位

629単位
744単位
861単位
980単位

1,097単位
大規模型Ⅱ 要介護１

要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

604単位
713単位
826単位
941単位

1，054単位

607単位
716単位
830単位
946単位

1，059単位

現行 改定後
居宅介護支援費(Ⅰ) 居宅介護支援(ⅰ)

a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

1，076単位/月
1，398単位/月

1,086単位/月
1,411単位/月

居宅介護支援(ⅱ)
a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

539単位/月
698単位/月

544単位/月
704単位/月

居宅介護支援(ⅲ)
a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

323単位/月
418単位/月

326単位/月
422単位/月

居宅介護支援費(Ⅱ) 居宅介護支援(ⅰ)
a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

1，076単位/月
1，398単位/月

1,086単位/月
1,411単位/月

居宅介護支援(ⅱ)
a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

522単位/月
677単位/月

527単位/月
683単位/月

居宅介護支援(ⅲ)
a 要介護1又は2
b 要介護3，4又は5

313単位/月
406単位/月

316単位/月
410単位/月

介護予防支援費 地域包括センターが行う場合
指定居宅介護支援事業所が行う場合

438単位/月
新規

442単位/月
472単位/月

通
所
介
護

居
宅
介
護
支
援



集合住宅に関連する固有の改定事項
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4(1）①訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の見直し
（ｐ135、ｐ136）

現在も同一建物減算について、１０％と１５％の２区分が設定されておりますが、ここに１２％の減算
区分が追加されました。
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4(1）①訪問介護における同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の見直し
（ｐ135、ｐ136）

前ページの算定要件にも記載されておりますが、以下スライドの図のとおり、訪問介護事業所のサービ
スのうち９０％以上が、同一敷地および隣接した集合住宅に提供されている場合、新たに設定された減
算割合が適用されるものとなります。
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4(1）⑧同一建物に居住する利用者へのケアマネジメン卜（ｐ140）

ご利用者が居宅介護支援事業所と併設・隣接しているサ高住等に入居している場合や、複数のご利用者
が同一の建物に入居している場合には「同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント所定単位数の
95％を算定する」よう見直しが行われました。



サービス類型にまたがって関連する改定事項
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1(5）④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入（ｐ48）

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するた
め、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の
業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。
なお、訪問系サービス、福祉用具貸与、 居宅介護支援については、令和７年３月31日までの間、減算
を適用しないものとされました。
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1(6）①高齢者虐待防止の推進（ｐ49、ｐ50）

全ての介護サービス事業者について、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていな
い場合に「高齢者虐待防止措置未実施減算」が設けられました。なお、３年間の経過措置が設けられて
います。

再掲
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1(6）②身体的拘束等の適正化の推進（ｐ51）

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと、身体的拘束等を行う場合には、
その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録が省令で義務付け
られ、かつ運営基準に規定されました。
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3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

再掲

３つの処遇改善加算が１本化され４つの区分に見直されました。現行の処遇改善加算での経過措置が設
けられますが、一般的なパターンで、新処遇改善加算により訪問系は、プラス２．１％、通所はプラス
１．０％の増効果が設定されており、国が期待する賃金アップの流れもふまえ、加算取得にむけた積極
的な取組みをお願いいたします。
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3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

同じく処遇改善加算に関するスライドとなりますが、職種による配分ルールは設定されていないものの、
新加算Ⅳの加算額の１／２以上を月額賃金に充てていただくことが要件であり、さらに各段階で設けら
れている職場環境の改善、見える化について次のスライドでご説明いたします。

再掲
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3(1）①介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース
アップ等支援加算の一本化★（ｐ107、ｐ108）

社会保障審議会介護給付費分科会（第233回）（令和５年11月30日）にて提示された資料１から抜粋

再掲
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3(2）①テレワークの取扱い（ｐ109）

人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人情報を適
切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱いの明確化を行い、職種
や業務ごとに具体的な考え方が示されることとなりました。
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